
議案第４７号 

   令和２年度尼崎市一般会計補正予算（第１６号） 

令和２年度尼崎市の一般会計補正予算（第１６号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５９３，２０７千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２６６，７５１，１

３０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加及び変更は、「第２表繰越明許費補正」によ

る。 

（市債の補正） 

第３条 市債の変更は、「第３表市債補正」による。 

令和３年３月２３日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美 

議47



第１表　　歳入歳出予算補正

（単位　千円）

　歳　　　入

補正前の額 補正額 計

40 国 庫 支 出 金 103,470,887 548,742 104,019,629

10 国 庫 補 助 金 59,329,215 548,742 59,877,957

45 県 支 出 金 13,646,121 10,000 13,656,121

05 県 負 担 金 10,542,765 10,000 10,552,765

60 繰 入 金 2,694,984 △ 218,235 2,476,749

10 基 金 繰 入 金 2,694,984 △ 218,235 2,476,749

75 市 債 23,379,436 252,700 23,632,136

05 市 債 23,379,436 252,700 23,632,136

266,157,923 593,207 266,751,130

　歳　　　出

補正前の額 補正額 計

15 民 生 費   105,727,432 △ 43,500 105,683,932

10 児 童 福 祉 費 31,304,744 △ 43,500 31,261,244

20 衛 生 費   14,694,719 53,000 14,747,719

05 保 健 衛 生 費 6,961,681 53,000 7,014,681

40 土 木 費   20,476,365 179,400 20,655,765

10 道路橋りょう費 2,422,823 104,400 2,527,223

20 河 川 水 路 費 832,189 30,000 862,189

30 都 市 計 画 費 4,038,619 45,000 4,083,619

50 教 育 費   16,901,686 404,307 17,305,993

05 教 育 総 務 費 7,316,169 169,707 7,485,876

10 小 学 校 費 1,727,579 183,900 1,911,479

15 中 学 校 費 1,331,227 25,600 1,356,827

20 高 等 学 校 費 2,167,133 6,400 2,173,533

25 幼 稚 園 費 538,373 4,500 542,873

30 特別支援学校費 214,036 3,200 217,236

40 保 健 体 育 費 2,572,857 11,000 2,583,857

266,157,923 593,207 266,751,130

項款

歳　入　合　計

款 項

歳　出　合　計
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第２表　　繰越明許費補正
（単位　千円）

　追　　　加

　変　　　更

第３表　　市債補正
（単位　千円）

　変　　　更

99,000

4,500

款 項 事　　業　　名 金　額

50 教 育 費 05 教 育 総 務 費
尼 崎 双 星 高 等 学 校
特 色 づ く り 推 進 事 業

50 教 育 費 30
特 別 支 援
学 校 費

教 材 費 3,200

50

款 項 事　　業　　名 補正前の額 補正後の額

教 育 費 25 幼 稚 園 費 教 材 費

10 児 童 福 祉 費 保 育 の 量 確 保 事 業 364,048 394,839

15 民 生 費 10 児 童 福 祉 費
Ｉ Ｃ Ｔ 化 推 進
事 業 費 補 助 金

50,250 6,750

15 民 生 費

40 土 木 費 30 都 市 計 画 費

40 土 木 費 20 河 川 水 路 費

50 教 育 費 10 小 学 校 費 各 種 施 設 整 備 事 業 6,020

4,422

70,000

133,520

15,422

園 田 豊 中 線 等
道 路 整 備 事 業

25,000

限 度 額 85,000

起　債　の　目　的 補　　正　　前 補　　正　　後

道 路 等 整 備 事 業 費 限 度 額 1,045,900 限 度 額 1,071,800

50 教 育 費 05 教 育 総 務 費 教 育 Ｉ Ｃ Ｔ 環 境 整 備 事 業

50 教 育 費 40 保 健 体 育 費 地区体育館整備事業

4,800

社 会 体 育 施 設 整 備 事 業 費 限 度 額 81,400 限 度 額 88,700

都 市 計 画 事 業 費 限 度 額 81,100

56,400

70,707

50 教 育 費 20 高 等 学 校 費 教 材 費

50 教 育 費 10 小 学 校 費 教 材 費

50

50 教 育 費 15 中 学 校 費 教 材 費 25,600

40 土 木 費 10 道路橋りょう費
道 路 橋 り ょ う
維 持 管 理 事 業

83,408

教 育 費 20 高 等 学 校 費 教 材 費 1,600

庄下川都市基盤河川
改 修 事 業

74,220 104,220

187,808
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議47-4



（補正１６号）

一 般 会 計

予 算 説 明 書

議47-5



議47-6



議47-7



議47-8



議47-9



議47-10



議47-11



議47-12



議47-13



議47-14



議47-15



議47-16



議47-17



議47-18



議47-19



議47-20



議47-21



議47-22



（参　　考）

　歳　　　　出

　　商　工　費 　　商　工　費 （単位　千円）

　35　　款 　35　　款
　特定財源 2,642,171 　特定財源 2,860,406

　商工費 3,654,367 　一般財源 1,012,196 　商工費 3,654,367 -         3,654,367 　一般財源 793,961

　05　　項 　05　　項
　特定財源 2,642,171 　特定財源 2,860,406

　商工費 3,654,367 　一般財源 1,012,196 　商工費 3,654,367 -         3,654,367 　一般財源 793,961

　10　　目 　10　　目
　国庫支出金 1,637,401 　国庫支出金 1,855,636

　商工業振興費 2,753,795 　県支出金 62,697 　商工業振興費 2,753,795 -         2,753,795 　県支出金 62,697
　その他 620,607 　その他 620,607
　一般財源 433,090 　一般財源 214,855

補正前の額 補正額 計 財　源　内　訳

予算補正に伴う歳入歳出予算事項別明細書の変更

変　更　前 変　更　後

款　　項　　目 補正前の額 財　源　内　訳 款　　項　　目
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２　繰 越 明 許 費 明 細 書
（単位　千円）

　追　　　加

事　　　業　　　名 金　　額 繰　　　越　　　理　　　由

50 教 育 費 05 教 育 総 務 費 15 学 校 指 導 費
尼 崎 双 星 高 等 学 校
特 色 づ く り 推 進 事 業

99,000
国の補正予算の活用に伴い、事業の年度内完了が見込
めないため

50 教 育 費 05 教 育 総 務 費 20
教 育 総 合
セ ン タ ー 費

教 育 Ｉ Ｃ Ｔ 環 境 整 備 事 業 70,707
新型コロナウイルス感染症の対応に係る事業の年度内
完了が見込めないため

50 教 育 費 10 小 学 校 費 05 学 校 管 理 費 教 材 費 56,400
新型コロナウイルス感染症の対応に係る事業の年度内
完了が見込めないため

50 教 育 費 15 中 学 校 費 05 学 校 管 理 費 教 材 費 25,600
新型コロナウイルス感染症の対応に係る事業の年度内
完了が見込めないため

50 教 育 費 20 高 等 学 校 費 10
全 日 制 高 等 学 校
管 理 費

教 材 費 4,800
新型コロナウイルス感染症の対応に係る事業の年度内
完了が見込めないため

50 教 育 費 20 高 等 学 校 費 15
定 時 制 高 等 学 校
管 理 費

教 材 費 1,600
新型コロナウイルス感染症の対応に係る事業の年度内
完了が見込めないため

50 教 育 費 25 幼 稚 園 費 05 幼 稚 園 費 教 材 費 4,500
新型コロナウイルス感染症の対応に係る事業の年度内
完了が見込めないため

50 教 育 費 30 特別支援学校費 05 特 別 支 援 学 校 費 教 材 費 3,200
新型コロナウイルス感染症の対応に係る事業の年度内
完了が見込めないため

目項款
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　変　　　更

事　　　業　　　名 繰　　　越　　　理　　　由

補正前の額 補正前

364,048

補　正　額
30,791 補正後

補正後の額

394,839

補正前の額 補正前

50,250

補　正　額
△ 43,500 補正後

補正後の額

6,750

補正前の額 補正前

83,408

補　正　額
104,400 補正後

補正後の額

187,808

補正前の額 補正前

74,220

補　正　額
30,000 補正後

補正後の額

104,220

補正前の額 補正前

25,000

補　正　額
45,000 補正後

補正後の額

70,000

15 民 生 費 10 17 児 童 保 育 費

国の補正予算による事業の前倒し等に伴い、事業の年
度内完了が見込めないため

17

関係者との調整に日時を要し、工事の年度内完了が見
込めないため

整備方法の調整等に日時を要し、工事の年度内完了が
見込めないため

保 育 の 量 確 保 事 業

河 川 費

国の補正予算による事業の前倒し等に伴い、事業の年
度内完了が見込めないため

地元との調整に日時を要し、事業の年度内完了が見込
めないため

庄下川都市基盤河川改修事業

園 田 豊 中 線 等 道 路 整 備 事 業

関係機関との調整に日時を要し、事業の年度内完了が
見込めないため

国の補正予算による事業の前倒し等に伴い、事業の年
度内完了が見込めないため

道 路 橋 り ょ う 維 持 管 理 事 業

入札不調等により、事業の年度内完了が見込めないた
め

40 土 木 費 30 都 市 計 画 費 35 街 路 事 業 費

土 木 費 10
道 路
橋 り ょ う 費

10

40 土 木 費 20 河 川 水 路 費

款

児 童 福 祉 費

項 目 金　　額

15 民 生 費 10 児 童 福 祉 費 児 童 保 育 費

道 路 橋 り ょ う
維 持 費

10

40

Ｉ Ｃ Ｔ 化 推 進 事 業 費 補 助 金

新型コロナウイルス感染症の対応に係る事業の年度内
完了が見込めないため

新型コロナウイルス感染症の対応に係る事業の年度内
完了が見込めないため
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事　　　業　　　名 繰　　　越　　　理　　　由

補正前の額 補正前

6,020

補　正　額
127,500 補正後

補正後の額

133,520

補正前の額 補正前

4,422

補　正　額
11,000 補正後

補正後の額

15,422

項 目 金　　額

50 教 育 費 10 小 学 校 費 10 学 校 建 設 費

款

50 教 育 費 40 保 健 体 育 費 15 社 会 体 育 費

各 種 施 設 整 備 事 業

入札不調により、工事の年度内完了が見込めないため

国の補正予算の活用等に伴い、工事の年度内完了が見
込めないため

地 区 体 育 館 整 備 事 業

入札不調により、工事の年度内完了が見込めないため

国の補正予算による事業の前倒し等に伴い、事業の年
度内完了が見込めないため

議47-26



議案第４８号 

   令和３年度尼崎市一般会計補正予算（第１号） 

令和３年度尼崎市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，０７１，５９６千

円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２１２，９４１，

５９６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

令和３年３月２３日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美 

議48



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　　　入

40 国 庫 支 出 金 49,408,348 3,993,145 53,401,493

05 国 庫 負 担 金 44,346,215 2,120,411 46,466,626

10 国 庫 補 助 金 4,878,317 1,872,734 6,751,051

45 県 支 出 金 14,035,053 170,793 14,205,846

05 県 負 担 金 10,746,433 △ 10,000 10,736,433

10 県 補 助 金 2,144,248 180,793 2,325,041

50 財 産 収 入 1,103,059 18,000 1,121,059

10 財産売払収入 618,128 18,000 636,128

60 繰 入 金 4,903,825 5,058 4,908,883

10 基 金 繰 入 金 4,903,825 5,058 4,908,883

75 市 債 26,238,400 △ 115,400 26,123,000

05 市 債 26,238,400 △ 115,400 26,123,000

208,870,000 4,071,596 212,941,596

款 項

歳  入  合　計

補正前の額 補正額

（単位　千円）

計
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　歳　　　出

10 総 務 費 15,530,460 19,000 15,549,460

05 総 務 管 理 費 12,039,589 19,000 12,058,589

15 民 生 費 105,200,307 398,208 105,598,515

05 社 会 福 祉 費 39,931,744 181,176 40,112,920

10 児 童 福 祉 費 29,971,232 217,032 30,188,264

20 衛 生 費 14,163,483 3,234,366 17,397,849

05 保 健 衛 生 費 6,675,057 3,225,043 9,900,100

15 衛生研究所費 193,703 9,323 203,026

25 労 働 費 171,739 19,491 191,230

10 労 働 諸 費 171,739 19,491 191,230

35 商 工 費 1,275,799 573,203 1,849,002

05 商 工 費 1,275,799 573,203 1,849,002

40 土 木 費 16,611,617 △ 161,672 16,449,945

10 道路橋りょう費 2,389,636 △ 86,672 2,302,964

20 河 川 水 路 費 791,687 △ 30,000 761,687

30 都 市 計 画 費 4,165,197 △ 45,000 4,120,197

50 教 育 費 19,338,860 △ 11,000 19,327,860

40 保 健 体 育 費 7,359,323 △ 11,000 7,348,323

208,870,000 4,071,596 212,941,596

計款 項 補正前の額

歳  出  合　計

補正額

議48-3



議48-4



（ 補 正 １ 号 ）

一 般 会 計

予 算 説 明 書

議48-5



議48-6



議48-7



議48-8



議48-9



議48-10



議48-11



議48-12



議48-13



議48-14



議48-15



議48-16



議48-17



議48-18



議48-19



議48-20



議48-21



議48-22



議48-23



議48-24



議48-25



議48-26



議48-27



議48-28



議48-29



議48-30



議 49

議案第４９号

   新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法

律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例について

 新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律の施行

に伴う関係条例の整備に関する条例を次のように制定する。

  令和３年３月２３日提出

尼崎市長 稲  村  和  美  

   新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法

律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

（尼崎市国民健康保険条例及び尼崎市新型コロナウイルス感染症対策基

金条例の一部改正）

第１条 次に掲げる条例の規定中「新型インフルエンザ等対策特別措置

法（平成２４年法律第３１号）附則第１条の２第１項に規定する新型

コロナウイルス感染症」を「病原体がベータコロナウイルス属のコロ

ナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対

して、人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限

る。）である感染症」に改める。

 尼崎市国民健康保険条例（昭和３４年尼崎市条例第８号）付則第

８項

 尼崎市新型コロナウイルス感染症対策基金条例（令和２年尼崎市

条例第２９号）第１条

（尼崎市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正）

第２条 尼崎市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１８年尼崎市条

例第９号）の一部を次のように改正する。

付則第２項の見出しを「（手当の特例）」に改め、同項中「新型コ

ロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令（令和２年政

令第１１号）第２条に規定する期間において」を「当分の間、手当の

支給について」に、「新型コロナウイルス感染症を指定感染症として

定める等の政令（令和２年政令第１１号）第１条に規定する新型コロ

ナウイルス感染症」を「病原体がベータコロナウイルス属のコロナウ



議 49-2 

イルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、

人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）で

ある感染症」に改める。

（尼崎市消防職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正）

第３条 尼崎市消防職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１８年尼崎

市条例第１１号）の一部を次のように改正する。

付則第２項の見出しを「（手当の特例）」に改め、同項中「新型コ

ロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令（令和２年政

令第１１号）第２条に規定する期間において」を「当分の間、手当の

支給について」に、「新型コロナウイルス感染症を指定感染症として

定める等の政令（令和２年政令第１１号）第１条に規定する新型コロ

ナウイルス感染症」を「病原体がベータコロナウイルス属のコロナウ

イルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、

人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）で

ある感染症」に改める。

付 則

（施行期日等）

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ 第１条の規定による改正後の尼崎市国民健康保険条例（以下「改正

後の国民健康保険条例」という。）付則第８項、第２条の規定による

改正後の尼崎市職員の特殊勤務手当に関する条例（以下「改正後の特

殊勤務手当条例」という。）付則第２項及び第３条の規定による改正

後の尼崎市消防職員の特殊勤務手当に関する条例（以下「改正後の消

防職員特殊勤務手当条例」という。）付則第２項の規定は、令和３年

２月１３日（以下「基準日」という。）から適用する。

（経過措置）

３ 基準日からこの条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日

までの間において新型コロナウイルス感染症（新型インフルエンザ等

対策特別措置法等の一部を改正する法律（令和３年法律第５号）第１

条の規定による改正前の新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成
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２４年法律第３１号）附則第１条の２第１項に規定する新型コロナウ

イルス感染症をいう。以下同じ。）に係る療養（改正後の国民健康保

険条例付則第８項に規定する療養をいう。）のため労務に服すること

ができなかった被保険者（同項に規定する被保険者をいう。）の属す

る世帯の世帯主に対して支給された金銭で、尼崎市国民健康保険条例

に基づく傷病手当金に相当するものは、改正後の国民健康保険条例の

規定により支給された傷病手当金とみなす。

４ 基準日から施行日の前日までの間において新型コロナウイルス感染

症に関する対策で市長が別に定めるものに要する経費に充てるための

寄付金の額で尼崎市新型コロナウイルス感染症対策基金（以下「基

金」という。）として積み立てたものは、第１条の規定による改正後

の尼崎市新型コロナウイルス感染症対策基金条例第２条第１号に規定

する寄付金の額で基金として積み立てたものとみなす。

５ 基準日から施行日の前日までの間において業務（第２条の規定によ

る改正前の尼崎市職員の特殊勤務手当に関する条例付則第２項の規定

により読み替えられた尼崎市職員の特殊勤務手当に関する条例（以下

この項において「特殊勤務手当条例」という。）別表第１０項中「新

型コロナウイルス感染症（」とあるのは「新型コロナウイルス感染症

（新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律の施

行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令（令和３年政令第

２５号）第１条の規定による廃止前の」と読み替えた場合における同

項の中欄に掲げる業務をいう。）に従事した職員（特殊勤務手当条例

第２条に規定する職員をいう。）に支給された金銭で、改正後の特殊

勤務手当条例付則第２項の規定により読み替えられた特殊勤務手当条

例別表第１０項の左欄に掲げる手当（以下この項において「手当」と

いう。）に相当するものは、改正後の特殊勤務手当条例の規定により

支給された手当とみなす。

６ 基準日から施行日の前日までの間において業務（第３条の規定によ

る改正前の尼崎市消防職員の特殊勤務手当に関する条例付則第２項の

規定により読み替えられた尼崎市消防職員の特殊勤務手当に関する条
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例（以下「消防職員特殊勤務手当条例」という。）別表第９項中「新

型コロナウイルス感染症（」とあるのは「新型コロナウイルス感染症

（新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律の施

行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令（令和３年政令第

２５号）第１条の規定による廃止前の」と読み替えた場合における同

項の中欄に掲げる業務をいう。）に従事した消防職員（消防職員特殊

勤務手当条例第２条に規定する消防職員をいう。）に支給された金銭

で、改正後の消防職員特殊勤務手当条例付則第２項の規定により読み

替えられた消防職員特殊勤務手当条例別表第９項の左欄に掲げる手当

（以下「手当」という。）に相当するものは、改正後の消防職員特殊

勤務手当条例の規定により支給された手当とみなす。

（説 明）

  新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律（令

和３年法律第５号）の施行等に伴い、条例改正が必要であることから、

本案を提出する。


